
 

季刊 国際貿易と投資 Winter 2015/No.102●3 

論  文       

メガ FTA の将来、WTO の影響 

WTO 体制下で多様化する地域統合の現状と展望 

岩田 伸人 Nobuto Iwata 
（一財）国際貿易投資研究所 客員研究員 
青山学院大学 経営学部 教授  

 要約 

TPP を含む日米欧の先進国による複数のメガ FTA は、一定の規模に達

した段階で、WTO ルールの下「結合の段階」に入ると予想される。 

すでに、FTA を含む多くの地域統合（RTA：Regional Trade Agreement）

の形態は一様でなく、既存の FTA が別の FTA と結合するケースや、先進

国の複数の地域統合が GATS（サービス貿易協定）第 5 条の下で結合する

ケース、関税同盟同士が FTA として結合するケース、さらには非 EU 型の

関税同盟が出現し加盟国を増やすケースなど、いわば「組み合わせ結合型

の FTA・地域統合」が散見される。これらは地域統合の発展プロセスを示

したバラッサ・モデルとは明らかに異なる。 

本稿では、これまでの FTA 間の組み合わせ・結合の主要ケース、およ

び新たな FTA の動向などを概観しながら、近未来における複数のメガ FTA

が WTO ルール下で、どのような形の結合または統合にいたるかを考える

材料を提供する。結論は以下の 3 点である。 

第一は、先進国が主導して形成する複数のメガFTA（例えばTPPとTTIP）

同士が統合され、さらに大きい地域統合が形成される場合、その根拠規定

には GATS 第 5 条が適用され、発効から FTA 完成までの履行期間は比較的

短いものとなること。 
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第二に、途上国の場合は、一定の域内市場規模を確保する必要性から、

FTA ではなく関税同盟がまず結成され、一定の規模に達した段階で、それ

ら「関税同盟」同士が FTA によって統合されるが、その根拠規定には GATT

第 24 条のみが用いられる場合と、GATT 第 24 条と GATS 第 5 条の両方が

用いられる場合とがあり得ること。 

第三に、主導国が先進国、途上国いずれであれ、複数の地域統合がさら

に一つに統合される際のベースとなるルールは、ほぼ全ての国々がメンバ

ーである WTO 協定以外には存在せず、その意味では自由貿易の根幹とし

ての WTO の役割は（枝葉末節のルールは個々の地域統合協定に委ねられ

るとしても）今後も揺るぎない。 

 

１．WTO から見た地域統合 

 

バラッサ（Balassa, 1961）1は、当

時 の 欧 州 の 動 向 か ら 地 域 統 合

（regional integration）のプロセスを

5 つの発展段階で説明した。第 1 段

階は自由貿易地域（Free Trade Area：

域内の関税撤廃）、第 2 段階は関税同

盟（Customs Union：＋共通域外関税

の設置）、第 3 段階は共同市場

（Common Market：＋＋人・サービ

スなど生産要素の域内移動の自由

化）、第４段階は経済同盟（Economic 

Union：＋＋＋共通通貨や金融政策の

統一など域内経済政策の調和化）、そ

して第 5 段階を経済統合（Economic 

integration：＋＋＋＋完全な経済統

合）、と名付けて一つのモデルを示し

た 2。 

今日、我々がイメージする「FTA」

（ 自 由 貿 易 協 定 ： Free Trade 

Agreement、日本では EPA と呼称）

は、このバラッサ・モデルの第一段

階に相当する。 

主に FTA と関税同盟からなる地

域統合の数を、GATT 発足時（1948

年）からの累積数でみると、実質総

数の約 70％は途上国間の地域統合、

約 20％が先進国と途上国の間、先進

国間のそれは全体の 10％にも満た

ない（WTO 下では EU 加盟 28 カ国

を、全体で 1 つの先進国エリアとし
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てカウントしている）。 

GATT/WTO の地域統合ルールを見

ると、財（goods）に関わる GATT 第

24 条のタイトルは「関税同盟および

自由貿易地域」とあり、WTO 協定上、

国 （々先進国間又は先進国・開発途上

国間）が物品貿易に関する地域貿易協

定を締結する場合は、GATT 第 24 条

に基づき、関税その他の制限的通商規

則 を 「 実 質 上 の す べ て の 貿 易

（substantially all the trade）」について

「妥当な期間内（within a reasonable 

length of time）」に撤廃（eliminated）し、

また域外国に対し関税その他の貿易

障壁を高めてはならないとされる 3。 

他方、人の移動や投資（モード 3）

および国内規制を含めたサービス

（services）に関わる GATS 第 5 条の

タイトルは「経済統合（Economic 

Integration）」となっている。明らか

に後者（GATS）の方が、前者（GATT）

よりも進化した地域統合のイメージ

がある。バラッサ・モデルに従えば

EU（欧州連合）は第 4 段階（経済同

盟）と第 5 段階（経済統合）の中間

段階にあるともいえるが、本稿では、

取り敢えず EU を「関税同盟」の一

例として扱う。 

図表‐２ WTO に通報された FTA の数 
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他方、WTO のデータベースでは、

地 域 統 合 を 、 FTA （ Free Trade 

Agreement：自由貿易協定）、CU

（Customs Union：関税同盟）、EIA

（Economic Integration Agreement：経

済統合協定）、および PSA（Partial 

Scope Agreement：部分自由化協定）

の 4 つに分けて公開している。なお、

PSA の Partial Scope（部分的領域）

は、WTO 協定文に明確な定義がなく、

一般には財のみをカバーする自由化

率の低い途上国による地域協定とい

う意味で用いられている 4。 

地域統合は、WTO 事務局に通報さ

れた時点で未発効であっても、かつ

GATT第 24条の諸条件を完全に満た

すレベルに達してなくとも、FTA ま

たは関税同盟として WTO のデータ

ベースにカウントされ、ウェブサイ

トに公開されるケースが散見される。

このことは WTO 側に、通報された

地域統合が WTO 整合的か否かを審

査する充分な体制が備わっていない

ことを示唆している。 

 

２．GATS 第 5 条を根拠とする FTA 

 

別表のように WTO に通報されて

発効済みの 400 近い FTA の中で、

WTO の GATS（サービス貿易協定）

第 5 条の EIA（経済統合協定）を根

拠規定とする FTA は、唯一 EEA

（European Economic Area：欧州経済

領域）だけである。 

EEA は、ともに先進国型の地域統

合である EFTA（欧州自由貿易連合）

と EU（欧州連合）と間で、1992 年

5 月 2 日に調印され、1994 年 1 月 1

日に発効と同時に完成している（履

行期間はゼロ）5。一方の EFTA は、

アイスランド、ノルウェー、スイス、

リヒテンシュタインの 4 ヵ国から構

成される FTA であり（スイスだけは

国民投票で EEA への参加を否決し

た）、他方の（欧州 28 カ国からなる）

EU は、関税同盟の段階を越えた地

域統合とされる。 

一般に先進国の地域統合は、

GATT 第 24 条の FTA と GATS 第 5

条の EIA の 2 つの条件を同時に満た

したものとして WTO 事務局へ通報

されている。だがこの EEA（欧州経

済領域）だけは後者の条件のみを満

たした地域統合として WTO に通報

されている。これはどのように解釈

すべきであろうか。 
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GATS 第 5 条は、サービス貿易の

域内自由化のみを定めているのでな

く、「サービスに関連する相当の分野

（substantial sectoral coverage）の自由

化」につき定めている。たしかに

EEA（欧州経済領域）協定の第１条

には、域内における自由移動の対象

を、財（goods）、人（persons）、サー

ビス（services）、資本（capital）と定

めている。 

つまり、国々が財とサービスの 2

つの分野の域内自由化を目的とした

地域統合を締結する場合、通常は、

財の自由化を定める GATT 第 24 条

の「FTA」と、サービスの自由化を

定める GATS 第 5 条の「EIA」の両

者を満たした上で WTO 事務局に通

報するのが一般的なのだが、厳密に

は後者（GATS 第 5 条の EIA）の中

で「財の自由化」も定めているので、

先進国の FTA 同士の財とサービス

両方の域内自由化を目的とした統合

であれば、GATS 第 5 条のみを根拠

規定として WTO へ通報すれば良い

ことになる。将来、（域内の関税引下

げが交渉の論点にならない）先進国

型のメガ FTA 間の統合では、EEA の

ように GATS 第 5 条だけを根拠規定

とする統合が実現する可能性はある。

逆に、サービス貿易の自由化を除外

した途上国型の複数 FTA 同士を統

合する場合には、GATS 第 5 条を適

用することは困難であり、もし適用

するとなれば、発効して履行するま

での期間を長くとる必要があろう。 

 

３．先進国と途上国の地域統合 

 

GATT 発足以来より関税同盟の累

積数は 2015 年 8 月現在、僅か 18 本

に過ぎない（図表参照）。筆者の推計

では、18 本全ての関税同盟に加盟す

る国々の総数は 125 ヵ国である。こ

れは WTO 加盟国の総数 161 カ国の

うち約 78％の国々が、いずれかの関

税同盟に加盟していることを意味す

る。しかもそれら関税同盟の半数以

上は、2000 年以降に締結されたもの

であり、ロシア主導の EEU（後述）

を除けば主にアフリカ大陸および中

東の国々によって形成されている

（南米の関税同盟「メルコスール」

は 1995 年に発足）。関税同盟は域内

全体の貿易利益の維持・拡大を目的

とするため、一旦、関税同盟のメン

バーとなった国が、さらに個別に
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FTA を締結することは域内に利益の

不均衡を生み出すため困難である。

ただし、地域の政治的な安全保障な

ど非経済的理由で、関税同盟と FTA

の併存が利害関係国の間で黙認され

た可能性がある事例はある（後述）。 

 

＜EU＞ 

一般に、GATT/WTO ルールの下で

関税同盟が形成されるには、域内で

の関税撤廃に加え、対域外には「共

通域外関税」（CET：Common External 

Tariff）の設置、および税関手続きの

共通化などの「非関税障壁の調和化

（ハーモナイゼーション）」が必須と

される。 

EU（欧州連合）では、共通域外関

税の下で域外からの関税収入の大半

は加盟国の収入とはならず、超国家

機関（EC 委員会）の下で EU の運営

財源とされる。そのため、関税を主

要な財源とする途上国には、EU 型

の関税同盟を受入れるのは困難と見

られて来た。しかし、現実には上述

のように、多くの途上国はすでに関

税同盟を結成している。このことは

関税同盟の理想と現実の間には大き

な乖離があることを示唆している。

果たして EU は今後も関税同盟の模

範的なモデルと言えるのだろうか？ 

 

＜EEU＞ 

EEU（Eurasian Economic Union：ユ

ーラシア経済連合）は、2015 年 1 月

にロシア主導のもとで発効した関税

同盟であり、1991 年のソ連邦崩壊を

契機に緩やかな連合体として 12 カ

国で結成された CIS（独立国家共同

体）を源流としている。2010 年に

CIS メンバー国の中から、ロシア、

ベラルーシ、カザフスタンの 3 カ国

による当時初めての実質的な関税同

盟（Eurasian Customs Union,略称は

ECU）が形成され、輸入品目数の

85％に対して共通域外関税（CET）

を設けて発足した。その際にロシア

の 域 外 輸 入 関 税 の 単 純 平 均 値

「12.1％」が EEU の共通域外関税率

とされたため、カザフスタンはそれ

までの単純平均値 6.5％から約 2 倍

に関税を引き上げざるを得なくなっ

た経緯がある。その後、将来の新た

な名称として“Eurasian Union”と言

う名称が予定されていたが、2015 年

の正式発足時には、それが現在のユ

ー ラ シ ア 経 済 連 合 “ Eurasian 
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Economic Union”という名称になっ

た 6。 

現在EEUの加盟国数は 5カ国だが

さらに増える予想もある。EEU の仕

組みは EU（欧州連合）のそれに似

ているが、加盟国間の相互依存関係

が弱く、エネルギー資源に恵まれた

ロシアの圧倒的な政治経済力に依存

していること、および共通域外関税

下で徴収された関税収入が（事前に

定められた配分比率に基づいて）各

加盟国に応分に再配分されるなどの

特徴がある。 

 

＜GCC＞ 

GCC（湾岸協力理事会）は、1981

年に今の 6 カ国（サウジアラビア、

オマーン、バーレーン、カタール、

クウェート、UAE）で結成され、1983

年には域内の関税を相互に撤廃して

FTA（Free Trade Agreement：自由貿

易協定）として発効、その 20 年後の

2003 年 1 月 1 日には、5％の共通域

外関税を設けて関税同盟（Customs 

Union）として発効した。ただし、こ

の 5％という値は GCC の加盟 6 カ国

がそれぞれに域外産品の輸入に課す

関税の共通目標に過ぎず、輸入時に

徴収された関税は、「仕向地主義」（輸

入された財の最終消費国が関税を徴

収する仕組み）に基づいて、当該財

が最終的に消費される域内加盟国の

収入になる。さらに農産物などに関

税の例外品目が認められたことで、

GCC の共通域外関税はやや形骸化

した面は否めない 7。このように

GCC は EU 型と比べれば関税同盟と

して未完成にもかかわらず、2008 年

には共同市場（Common Market）へ

発展的に移行したことになってはい

る。さらに 2010 年に導入の予定だっ

た共通通貨制度（common currency）

も 2015 年現在、未だに実現していな

い。現在、GCC は、EU とメルコス

ールそれぞれと新たな FTA を締結

すべく交渉を進めている（既述）。 

 

４．一様ではない関税同盟 

 

識者の間には、EU 型こそが関税

同盟の模範であるとの見方がある。

しかし、現実を見ると、一言で関税

同盟と言っても、上記のようにその

必須の条件とされる共通域外関税お

よび関税の徴収の仕方は一様でない。

実質的な徴税権も、EU のように超
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国家機関に委ねられる場合もあれば、

EEU や GCC のように実質的な輸入

国である域内の各メンバー国が保有

する場合もある。いずれのケースが

主流になるかは、関税収入が国家財

政の中で占める割合が大きい途上国

の経済発展の度合いや財政政策など

に依るものと推察される。 

さらに、ロシア主導の EEU が導入

しているように全ての関税収入を事

前に決めた配分比率に基づき域内メ

ンバー国に割り当てる方式（既述）

や、メルコスールで見られる（域内

メンバー国の利益を守るために）自

動車など特定品目を共通域外関税か

ら除外する仕組みもある。 

「関税同盟」を特徴づける共通域

外関税（CET）の設置に伴う関税徴

収の仕組みについても、EU が行っ

ているような、域外から域内へ持ち

込まれる当該産品の最初の荷下ろし

港（輸入国）で関税を徴収する方式

と、GCC を含む多くの途上国の関税

同盟で行われているような、域外か

ら持ち込まれた当該産品の域内にお

ける最終仕向地（消費国）で関税が

徴収される方式とがある。前者の方

式は「原産地主義（origin principle）」、

後者は「仕向地主義（ destination 

principle）」と呼ばれる（Yasui［2014］）。

GATT/WTO 体制下で国々が行う一

般的な関税徴収の仕方は、仕向地主

義がベースになっている。他方、「原

産地主義」は、輸出国の政府が関税

を徴収する、すなわち、当該産品が

当該市場で供給（輸出）される時点

で徴税するとする考え方であり、旧

ソ連を中心とするコメコン体制下の

国々が採用していたもので，今もロ

シアが資源エネルギーの輸出にしば

しば適用している。一般に、途上国

の資源エネルギー輸出は、原産地主

義に基づく輸出関税を支持する傾向

がある。 

 

５．多様化する地域統合（FTA・

関税同盟） 

 

＜2 国間 FTA＞ 

地域統合（RTA）の最も単純な構

図は、WTO 加盟の現行 161 カ国のう

ち関税同盟メンバー以外の国々が締

結しているのが２国間 FTA である。 

2002（平成 14）年 11 月末に日本

とシンガポール間で発効した FTA

（JSEPA）など多くのケースがある。
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2008 年 12 月に締結された日本と

ASEAN の FTA は、東南アジア 10 カ

国の国々で構成される ASEAN 諸国

と我国が締結した複数国グループと

の FTA であった。欧州 28 ヵ国から

構成される EU（欧州連合）は、関

税同盟の利点を生かして EU という

グループとして、域外の多くの国々

と個別に地域統合を締結している。

つまり EU 自体は「関税同盟」を維

持しながら域外の国々とさらに FTA

や関税同盟を二重に結んでいる。 

 

＜関税同盟&関税同盟＞ 

例えば、EU とメルコスールの FTA

交渉 8、EU と GCC の FTA 交渉のよ

うに2つの関税同盟（Customs Union）

同士で FTA を形成しようとする動

きがある（ただし 2015 年 8 月現在、

これら 2 つの交渉はいずれも交渉継

続中または交渉が中断されたままで

ある）。 

EU と GCC の FTA 交渉は、両者と

もに締結の意志があるにもかかわら

ず、交渉は 1990 年からスタートし

2009 年 4 月までの約 9 年間に 20 回

交渉されたが、2014 年現在も、交渉

は中断したままである。EU とメル

コスールの場合も2000年4月から交

渉がスタートし、交渉期限とされた

2004 年 10 月までの 4 年余りの期間

に 16 回も交渉が行われたにもかか

わらず、2015 年現在、交渉は中断し

たままである。 

これは途上国が構成する関税同盟

は、対外貿易交渉が全加盟国による

全会一致の原則の下で行われるため

交渉合意に長い時間がかかることが

一因と推察される。逆に、先進国型

の関税同盟である EU は、最高協議

機 関 と し て の 「 欧 州 理 事 会 」

（European Council）、意志決定機関

としての「EU 理事会」さらに執行

機関としての「欧州委員会」のよう

な超国家機関が存在するためそのよ

うな弊害が比較的少ないと見られる。 

メルコスールは 9 FTA 形成の必須

条件となる「域内関税の撤廃」と、

関税同盟の必須条件である「共通域

外関税の設置」をほぼ同時期（1995

年 1 月）に満たしたために、厳密に

は FTA 形成プロセスの段階を経ず

に一気に関税同盟の段階へ進んだケ

ースと言える。2015 年 9 月現在、南

米で実質的な関税同盟と呼べるもの

は、メルコスールのみである 10。 

http://www.iti.or.jp/
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メルコスールは、2012 年 6 月のメ

ルコスール特別首脳会合で、ベネズ

エラを 5 番目の正式な加盟国として

受入れることを決定した（厳密には

パラグアイからの承認が得られた

2013 年 12 月 18 日に加盟）。ベネズ

エラはそれまで諸外国との間に締結

していた全ての FTA を撤廃してメ

ルコスールへ加盟した。 

最近（2015 年 9 月）、メルコスー

ルの加盟国であるブラジルは、日本

との FTA 交渉を提案したとされる

が、そうなればメルコスール域内で

利益の不均衡が生じる恐れがある。 

 

＜FTA の中に関税同盟が形成され

るケース＞ 

1945 年にアラブ民族主義の推進

と各国の主権維持の目的で（エジプ

トを含む）中東・北アフリカの国々

が緩やかな政治的集合体としてアラ

ブ連盟（LAS：League of Arab States）

を結成した。当初、アラブ連盟はエ

ジプト、イラク、ヨルダン、レバノ

図表−７　多様化する地域統合の形態  

country 
    A 

country 
   B  

FTA 

関税同盟間のFTA 

 CU CU 

FTA F A 

CU 

F Aの中に関税同盟 ２国間の

GAF A (1998;G)> GCC(2003; G)  E -GCC   　(交渉中) 
 E -ME CO  (交渉中) 

　
　　or 
　　　C  

 

FTA 

Japan- ingapore(2002；
Korea-Chile(2004；G& ) 

A EAN-Japan(2008；G) 
E -Egypt (2004；G) 
EE - ietnam（ 交渉中；
GCC-Japan(交渉中）　 

CU 
CU 

E - urkey (1996; G) 
E - an Marino (2002; G) 
E -Andorra (1991; G) 

country 
   C 

country 

  H 

country 
   G 

country 
    F 

　　CU 

 FTA 

ex: Bahrain-US (2006; G&S) 
      Oman-US (2009; G&S) 

CU 

CU 

    EAEC（1997;G)>EE （2015;G& ) 

GAF A： 
　Greater-Arab Free rade Area 
EAEC :  
　Eurasian Economic Community 
EE  : Eurasian Economic nion 
Gは財(goods), Sはサービス
(service)の域内自由化を指す。 

F A/C と新規
　　　関税同盟国のFTA 

　　　関税同盟と新規関税同盟 

関税同盟の中に新規関税同盟 

いずれも筆者作成。 

EIA 
 CU FTA 

関税同盟とFTAが合体した経済統合 

EU-EFTA(1996;S) 

図表－７ 多様化する地域統合の形態 

http://www.iti.or.jp/

http://www.iti.or.jp/


メガ FTA の将来、WTO の影響 

季刊 国際貿易と投資 Winter 2015/No.102●13 

ン、サウジアラビア、シリアの 6 カ

国で構成されたが、その後に参加国

が増え、1993 年には（GCC6 カ国を

含む）22 カ国となった。このアラブ

連盟（22 ヵ国）を母体に、その中の

18 カ国で 1998 年 1 月に発効したの

が大アラブ自由貿易地域（GAFTA）

と称される FTA であり、WTO では

PAFTA（Pan-Arab Free Trade Area）の

標記で登録されている 11。GAFTA は

1998 年から域内関税率を段階的に

て撤廃されたことになっているが、

奇妙なことに、2003 年にはその中の

GCC６カ国が関税同盟を発効させ、

共通域外関税を 5％に設定した。こ

れは、前者（GAFTA）の域内関税撤

廃が不完全な状態であったためと推

察される。 

 

＜関税同盟の飛び地＞ 

EU は、財（goods）だけの分野で、

トルコ、サンマリノ、アンドーラの

3 ヵ国と個別に計 3 つの新たな関税

同盟（CU）を締結している。トルコ

と EU 間の関税同盟（1995 年 1 月発

効）は、工業品と加工農産物が、域

内の関税ゼロ扱いとされ、未加工の

生鮮農産物と石炭および鉄鋼製品は

域内の関税ゼロの対象から除外され

ている。これはトルコ産農産物の輸

入から EU の域内農業を守るためで

はなく、逆にトルコの農業を保護す

るためにトルコ側の要請に基づいて

とられた措置と推察される。という

のも 2011 年時点のトルコの全世界

に対する農産物輸入関税が平均

41.7％、EU のそれが 13.9％だからで

ある 12。EU とサンマリノの関税同盟

（2002 年 4 月発効）は、石炭と鉄鋼

製品を除く全ての財の域内関税を撤

廃、EU とアンドーラの関税同盟

（1991 年 7 月発効）は工業製品

（HS25-97）のみが域内関税ゼロの

対象とされている。 

これらの関税同盟はいずれも EU

から見て相手国の経済規模が小さく

政治経済的な影響力が少ないこと、

およびこれら 3 ヵ国から見れば EU

という巨大な市場と一体化できると

いうメリットがあるために、双方の

利害が一致する形の関税同盟という

ことになる。 

 

＜関税同盟国による個別の FTA＞ 

いったん関税同盟に加わった国は、

個別に新たに FTA を締結すること

http://www.iti.or.jp/
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も既存の FTA に加盟することも制

度上は不可能なはずである。だが中

東の関税同盟 GCC（湾岸協力会議）

の 6 カ国のうち、バーレーンは 2006

年 1 月 11 日、同オマーンは 2009 年

1 月 1 日に、それぞれ米国との間で

財・サービスの自由化を定めた FTA

を発効させている。いずれも原産地

規則は、35％の付加価値基準を用い

ている。つまり中東の近隣諸国は、

当該産品の付加価値で 35％以上を

オマーンかバーレーンいずれかの国

で生産すれば、当該産品を米国向け

には無関税で輸出でき、逆に米国企

業は付加価値の 35％が米国産であ

れば、米国からオマーンとバーレー

ンに輸出できる。米国以外の国から

オマーンとバーレーンを含む GCC

諸国へ輸出する場合は、GCC が定め

る 40％付加価値基準をクリアせね

ばならない。GCC への輸出では明ら

かに米国産品のみが有利になってい

る。このことによって、GCC が当初

に期待していた域外諸国との戦略的

交渉のメリットが弱体化された可能

性がある。これは当時（2003 年）の

米国 W ブッシュ政権が、中東との地

域統合ブロック「米・中東 FTA」

（US-Middle East Free Trade Area：

MEFTA）を形成する戦略をスタート

させたことに起因するものと推察さ

れる。GCC 諸国にとって、これら 2

つの米国との FTA 締結は、経済的

な貿易利益の確保よりも、むしろ当

時の中東地域の安全保障（security）

の観点から、黙認せざるを得なかっ

たのであろう。 

 

６．地域統合をどう見るか 

 

一般的な国際貿易テキストの統合

モデルでは、地域統合を行う国々が、

まず域内の関税を相互に撤廃すれば

「FTA」が形成されたことになり、

これに共通域外関税（CET）の設置

が加われば「関税同盟」となり、そ

の後は、共同市場や通貨統合といっ

た段階に深化・進化すると説明され

ている。EU（欧州連合）の発展段階

はそのような統合モデルに最も近い

ケースに見える。 

GCC やメルコスールのような途

上国の関税同盟において（加盟国の

関税収入への依存度が高い、あるい

は共通域外関税そのものが不完全で

あるなど）、加盟国は様々な理由で域

http://www.iti.or.jp/
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外の産品に対する関税に関わる権利

（課税権や徴税権）を完全には放棄

していない。これは政府の役割に関

税収入の確保と国内産業保護がある

ことに加え、関税同盟を運営する超

国家組織が存在しないことにも依る。

超国家組織が存在する EU 型のよう

な関税同盟では、独立国家が本来保

有する（徴税権などの）権利を制度

上で放棄している。よって関税収入

への依存度が高い途上国の関税同盟

は、EU 型を完全に踏襲することは

困難である。 

他方で、ロシアの主導下、旧ソ連

邦の国々によって形成される「ユー

ラシア経済連合」（EEU）では、リー

ダー国「ロシア」だけが域内向けに

エネルギー資源を輸出する際に「原

産地主義」に基づく輸出税を維持す

る可能性がある。 

EEA（欧州経済領域）は、EFTA（欧

州自由貿易連合）と EU（欧州連合）

の合体、つまり FTA（前者）と関税

同盟（後者）の間で締結されたサー

ビス貿易協定（GATS 第 5 条）だけ

を根拠とした唯一の新しいタイプの

経済統合協定（EIA）である。 

他方で、先進国間の自由貿易では、

（一部の農産物など極少数品目の例

外はあるが）“関税”の重要性が失わ

れつつあり、必然的に“共通域外関

税”の必要性も薄れていくと推察さ

れる。現在の日 EU、米 EU のように、

（例外品目を除けば）関税そのもの

が主要な貿易障壁とはならないメガ

FTA が、仮に関税同盟へ移行したと

しても、移行前と移行後では、大き

な経済効果（貿易創出効果も貿易転

換効果）の変化は生じないと推察さ

れる。 

バラッサ時代（1950〜60 年代）の

関税同盟の典型が EU（欧州連合）

であるとしても、将来、途上国の関

税同盟では各加盟国が関税の徴収権

と域内再配分の仕組みを保有する形

を指向し、先進国のそれは一部の例

外品目を除けば貿易障壁としての

「関税」の役割が終わり、域内統一

の規格・基準がそれに代わるタイプ

にシフトする可能性が考えられる。 

つまり、バラッサ・モデルが示唆

する“FTA が加盟国の関税権を放棄

してこれを上位の超国家組織へ移譲

する形で関税同盟へ進化する”とい

う発展段階的なプロセスは、厳密に

は途上国、先進国いずれの場合にも

http://www.iti.or.jp/
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当てはまらない。特に先進国間の地

域統合では、“共通域外関税（CET：

Common External Tariff）ではなく（域

外と異なる規則・規格や基準の域内

共通化・調和化を実現する）共通域

外非関税障壁（ CENT ： Common 

External Non-Tariff barrier）と呼びう

るものを設けた地域統合が FTA の

次の段階として位置づけられる可能

性がある。 

 

７．結論 

 

本稿の結論としては下記の三点で

ある。第一は、先進国が主導して形

成する複数のメガ FTA（例えば TPP

と TTIP）同士が統合され、さらに大

きい地域統合が形成される場合、そ

の根拠規定には GATS 第 5 条が適用

され、発効から FTA 完成までの履行

期間は比較的短いものとなること。

第二に、途上国の場合は、一定の域

内市場規模を確保する必要性から、

FTA ではなく関税同盟がまず結成さ

れ、一定の規模に達した段階で、そ

れら「関税同盟」同士が FTA によっ

てさらに統合されるが、その根拠規

定には GATT 第 24 条のみが用いら

れる場合と、GATT 第 24 条と GATS

第 5 条の両方が用いられる場合とが

あり得ること。第三に、主導国が先

進国、途上国いずれであれ、複数の

地域統合がさらに一つに統合される

際のベースとなるルールは、ほぼ全

ての国々がメンバーである WTO 協

定以外には存在せず、その意味では

自由貿易の根幹としての WTO の役

割は（枝葉末節のルールは個々の地

域統合協定に委ねられるとしても）

今後も揺るがない。 

 

注 

1. Balassa, Bela（1961）“The Theory of 

Economic Integration ” . Homewood, 

Illinois：Richard D. Irwin. 

2. WTO へ通報されて発効した RTA の

2015 年の発効は、カナダ・韓国（G&S）、

EFTA・ボスニアヘルツエゴビナ（G）、

EEU（G&S）、EEU・アルメニア（2015）、

EEU・キルギス（G&S）、日本・オース

トラリア（G&S）の 6 本である（2015

年９月現在）。「G」は財の RTA、「S」は

サービスの RTA を示す。 

3. 上野麻子（2007）『GATT 第 24 条の規

律明確化に与える示唆』REITI（経済産

業研究所） 

http://www.iti.or.jp/

http://www.iti.or.jp/


メガ FTA の将来、WTO の影響 

季刊 国際貿易と投資 Winter 2015/No.102●17 

4. FTA は Paragraph 8（b）of Article XXIV of 

GATT 1994、関税同盟は Paragraph 8（a）

of Article XXIV of GATT 1994、経済統合

協定（EIA）は; Article V of GATS、PS

は paragraph 4（a）of the Enabling Clause.

にそれぞれ定められている。 

http://rtais.wto.org/UserGuide/RTAIS_ 

USER_ GUIDE_EN.html#_Toc201649637 

5. ＜http://rtais.wto.org/UI/PublicMaintainRTA 

Home. spx＞ 

6. Iana Dreyer and Nicu Posescu（2014）”The 

Eurasian Customs Union ：The economic 

and the politics”European Union Institute 

for Security Studies 

7. GCC のメンバー国である UAE（アラブ

首長国連邦）では自国内の 7 つの独立し

た首長国（Emirate）がそれぞれ独自に

財政運営をおこなっており、関税収入は

当該産品が最終的に消費される各首長

国（最終消費地）に按分される。他方、

国内の法人税収などは UAE 全体の連邦

予算に組み込まれている。現地法人を設

立する場合は、外国資本の出資比率が最

大で 49％に制限されている。フリーゾ

ーンは 100％の外国資本設立が可。 

8. MERCOSUR 域内の加盟国間の対立が

ありコンセンサスが得られないこと、お

よび EU の特にフランスとアイルラン

ドは MERCOSUR 産の安い農産物が流

入することで自国内の農業に損害がで

る懸念等の理由で、交渉は進展していな

い。 

＜ http://blogs.blouinnews.com/blouinbeat 

business/2015/02/18/mercosur-in-disarray- 

fta-with-e-u-unlikely/#respond＞ 

［26/May/2015 access］ 

9. 1995 年 1 月より域内関税が原則として

撤廃され、全品目の約 85％にあたる約

9000 品目に共通域外関税（0～20％）が

適用されたたものの、共通域外関税の例

外としてブラジルが乗用車の輸入に数

量制限を設けるなどの措置が維持され

ている。参考：JETRO 

＜http://www.jetro.go.jp/world/gtir/2013/ 

pdf/2013-mer.pdf＞［accsess：19/August/ 

2014］ 

10. メルコスールでは、特にブラジルがメキ

シコからの完成車の輸入数量制限を実

施しており、最近になってこの輸入数量

枠をさらに狭める措置をとっている。こ

れは、表向きメルコスールの域外共通関

税は維持されるものの、メキシコのみが

独自に自動車だけの輸入制限を行える

例外規定があるためである。 

11. GAFTA の主な目的は、域内 18 ヵ国の関

税・非関税障壁を段階的に撤廃すること
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であったが、同じ GAFTA の中で GCC

諸国とそれ以外の国々との間の非関税

障壁が存在した。 

参考＜http://siteresources.worldbank.org/ 

INTMENA/Resources/GCCStudyweb.pdf＞

p.19 

12. World Bank（28 March 2014）Evaluation of 

the EU-TURKEY Customs Union（Report 

No. 85830）p.63,para 130 
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